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研究成果の概要：国および地方自治体を単位として継続的に活用可能な障害調整健康余命の計

測法を確立し、具体的に都道府県の障害調整健康余命を算出した。アフガニスタン・カブール、

ベトナム・フエ、東京都市域にて、「疾病負荷」と環境諸条件のデータを収集し、複数の疾病リ

スク要因に同時に介入して行う疾病予防対策の効果を明らかにした。予防接種のデータを用い、

総合的な疾病予防対策による、予防接種率向上の効果を数値評価するモデルを構築した。 
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                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００５年度 4,500,000 0 4,500,000 
２００６年度 3,800,000 0 3,800,000 
２００７年度 3,600,000 1,080,000 4,680,000 
２００８年度 2,900,000 870,000 3,770,000 
  年度    

総 計 14,800,000 1,950,000 16,750,000 
 
 
研究分野：医歯薬学 

科研費の分科・細目：社会医学 公衆衛生学・健康科学 

キーワード：社会医学、都市、疾病負荷、疾病予防、数量評価 

 
１．研究開始当初の背景 
「疾病負荷」は、疾病が個人や社会にもた
らす重荷を「死亡」のみならず、「有病」や
「生活の質の障害」の観点から評価する概念
であり、国や地域といった規模で数値化し、
地球規模の「疾病負荷」の動向が種々検討さ
れている。一方、「疾病負荷」軽減のための
実際の対策は、都市や都市の内部の地域とい
った、ミクロレベルでとられる。都市の
deprived area に疾病が集積することは良く
知られており、このような地域での「疾病負
荷」を軽減する対策は最優先事項である。 
都市の健康問題と環境諸要因との相互関

連性は、都市の発達段階、地理条件、社会文
化的条件により特徴づけられる。都市の健康
問題への対応は、単一のリスク要因のみに注
目した対応ではなく、関連する複数のリスク
要因に同時に介入することにより相乗効果
が認められることが、実証的に明らかにされ
ている。総合的な対策の効果を実証データに
より検証することは、具体的な予防対策が効
果をもたらすプロセスを解明するために必
要な、学術的な課題となっている。 
 
２．研究の目的 
(1)「疾病負荷」軽減のための具体的対応策
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をとる都市のポピュレーション単位におい
て「疾病負荷」を計測し、(2)複数の疾病リ
スク要因に同時に介入して行う疾病予防対
策の効果を明らかにし、(3)総合的な疾病予
防対策が、疾病負荷軽減をもたらすプロセス
を数値評価するモデルを構築すること。 
 
３．研究の方法 
(1)介護保険統計を用いて、地方自治体単位
で、継続的に、「疾病負荷」の計測が可能な
モデルの開発を行った。 
 まず、介護保険の要支援・介護度別の障害
の重み（効用値）を、介護保険事業所に所属
する 236 名の専門家を対象に、4 種類の標準
的な効用値測定尺度、5 項目法（EQ-5D）、時
間得失法（TTO）、基準的賭け法（SG）、視覚
アナログ尺度（VAS）により測定した。各尺
度の妥当性と信頼性を統計学的に検証し、最
も妥当性と信頼性の高い測定法により得ら
れた結果を「疾病負荷」計測のための効用値
として決定した。 
 この効用値と介護保険統計より、「疾病負
荷」の指標として、都道府県別に加重障害保
有割合（WDP）および障害調整健康余命（DALE）
を測定した。年齢調整 WDP は、男女年齢階級
別 WDP と基準人口より算出した。男女年齢別
DALE は、男女年齢階級別 WDP と生命表より、
サリバン法を用いて算出した。 
 
(2)疾病予防対策の効果の検討は、アフガニ
スタン・カブール、ベトナム・フエ、東京都
において実施した。 
①アフガニスタン・カブールにおいて、5 歳
未満の子どもの健康状態、身体発育および予
防接種率と、成人女性の外傷後ストレス障害
に関し、社会経済要因を考慮した上で、疾病
予防対策の影響を明らかにした。 
世帯調査を、首都カブールの市中心部に位
置する Khair Khana と、約 40 キロ離れた地
方部に位置する Istalif district の 2 地区
で実施した。各地区より過去 5年間に出産の
あった 700 世帯を確率的抽出法により選び、
それぞれ 651、676 世帯で調査を実施した。 
調査チームは各世帯を訪問し、過去 5年間
に出生した子どもの健康診断と女性の保護
者と面接により、以下の項目を得た：子ども
の健康状態および身体発育、予防接種歴、
DSM-Ⅳ診断基準に基づいた女性の保護者の
外傷後ストレス障害の有無、医療供給（医療
施設への近接性、妊婦健診の受療、分娩場所、
予防接種アウトリーチの訪問）、健康教育の
実施、生活基本物資の充足度、社会・経済要
因、水道の整備、女性の出産・育児に関する
家族の行動要因、外傷的な出来事への曝露、
および戦争による避難。 
子どもの健康状態、身体発達指標、ワクチ
ン接種率と女性の保護者の外傷後ストレス

症候群について、医療供給などの他の要因の
影響を、多変量回帰分析により評価した。 
 
②ベトナム中部の古都フエを流れる香川を
中心に船上生活を行う人々について、傷病罹
患の特性と、生活環境条件および疾病予防技
量の複数の条件が傷病罹患に関与する様相
を分析し、都市の高リスク集団における健康
決定要因の構造を解明する研究を行った。 
フエ市の住民登録記録より、船上生活の
941 全世帯を対象とし、5 歳以上全世帯員を
調査対象者とした。水上の世帯を個別に訪問
して船上で健康診査を実施し、合計 3,737 人
の過去 12か月の傷病を調査した。 
また、無作為抽出した7～11歳の子ども120
人について、非侵襲性の quantitative 
ultrasonometry を用い、脛骨および橈骨の超
音波伝導速度を測定した。対照群として陸上
に居住する 7～11歳の子ども 60名について、
同様に骨特性を評価した。 
傷病罹患と、社会経済状況、衛生習慣、疾
病予防技量、船上生活続行の意向との関係を
ロジスティック回帰分析により解析した。 
 
③東京都市域に居住する不安定居住結核患
者の社会経過を明らかにし、予防対策および
治療に対する阻害因子を特定した。 
 東京都のある結核専門病院に入院した不
安定居住の結核患者 119 名を対象に、前向き
コホート研究を行い、入院、退院後の社会経
過を調査した。また、治療の中断や死亡と、
基本的属性、社会的特性、病歴および検査所
見との関連を多重ロジスティック回帰分析
により解析し、不安定居住者において高い結
核罹患率が維持されている原因を考察した。 
 
(3)予防接種のデータを用い、総合的な疾病
予防対策による、予防接種率向上の効果を数
値評価するモデルを構築した。 
地域の医療供給水準、社会経済要因、環境
諸要因を組み込んだ、予防接種率を予測する
ロジスティックモデルを構築し、アフガニス
タンの予防接種のデータを基に、医療供給、
社会経済要因に対する取り組みが、予防接種
率の向上をもたらす効果を数値評価した。 
 
４．研究成果 
(1) 介護保険事業に従事する専門家への調
査の結果、4 種類の効用値測定尺度のうち、
TTO と VAS が、EQ-5D および SG と比べ、高い
信頼性と妥当性を示した。よって、介護度別
効用値を、TTO と VAS の測定値より、要支援：
0.78、要介護 1：0.68、要介護 2：0.64、要
介護 3：0.44、要介護 4：0.34、要介護 5：0.21
と決定した。 
都道府県別年齢調整 WDP（65～89 歳、人口
千対）は、男 48.11～74.05、女 53.82～91.04



であった。上位 3 県は、男は、山梨 48.11、
茨城 49.24、宮崎 49.87、女は、福井 53.82、
茨城 56.74、静岡 57.03 であった。下位 3 県
は、男は、大阪74.05、沖縄71.98、秋田70.27、
女は、大阪 91.04、徳島 87.23、青森 86.33
であった。 
都道府県別 DALE65 は、男 15.07～16.93 年、
女 18.25～20.07 年であった。DALE65 の上位
3県は、男は、長野 16.93 年、熊本 16.65 年、
山梨16.59年、女は、福井20.07年、沖縄20.02
年、山梨 19.87 年であった。下位 3県は、男
は、青森 15.07 年、大阪 15.33 年、秋田 15.43
年、女は、大阪 18.25 年、青森 18.35 年、秋
田 18.42 年であった。 
年齢調整 WDP は、男では 65 歳平均余命と
弱い相関（r＝－0.30、p＜0.05）があったも
のの、女では有意でなく（r＝－0.26、p＝
0.07）、平均余命とは独立した地域健康指標
であることが明らかとなった。また男女とも
に、男の全死因死亡率（両 p＜0.01）および
失業率（男 p＜0.01、女 p＜0.05）と有意な
正の相関があり、一人あたり所得（両 p＜
0.01）と有意な負の相関があった。 
 
(2)①カブールの 5歳未満の子どものうち、
過去 2週間以内の下痢は、32.5%に認め、生
活基本物資の不足（調整済みオッズ比［aOR］
＝1.35）、母親の教育への不参加（aOR＝1.84）
および若年出産（aOR＝1.46）と有意に関連
していた（全 p＜0.05）。 
 過去 2週間以内の呼吸器症状は、41.0％の
子どもに認め、医療施設受診における女性保
護者の意思決定権の非保有と有意に関連し
ていた（aOR＝1.72、p＜0.05）。 
身体発育では、低身長の割合は 39.9％、低
体重の割合は 24.2％であった。低身長は同様
に女性保護者の意思決定権の非保有と有意
に関連していた（aOR＝1.38、p＜0.05）。 
 予防接種完了率は、市中心部で 84.5%であ
り、医療施設への近接性（aOR＝1.92）、妊産
婦健診提供の頻度（aOR＝1.39）と有意な正
の関連があった（ともに p＜0.05）。一方、地
方部では 60.7%であり、過去 3か月以内のア
ウトリーチの実施（aOR＝11.6）、健康教育へ
の参加（aOR＝2.32）と有意な正の関連があ
った（ともに p＜0.01）。 
女性の保護者における外傷後ストレス障
害の有病率は 29.8％で、生活基本物資が不足
していた者で、確保されていた者に比べ有意
に高く（外傷的な出来事への曝露あり群：オ
ッズ比［OR］＝2.04、p＜0.05、同曝露なし
群：OR＝1.86、p＜0.05）、十分な生活基本物
質の供給が外傷後ストレス障害の予防に関
連することが示された。 
 
②フエ市の 5歳以上の船上生活者において、
過去 1年間の罹患率は、感染症および寄生虫

症 85.3%、呼吸器系の疾患 78.0%、皮膚およ
び皮下組織の疾患 51.2%、消化器系の疾患
15.4%、外傷 13.2%と、他の人々に比較して高
かった。 
 感染症および寄生虫症、呼吸器系の疾患、
皮膚および皮下組織の疾患は、性別、年齢、
社会経済状況にかかわらず疾病予防技量と
有意な関連があること（それぞれ、aOR＝0.72、
p＜0.05、aOR＝0.57、p＜0.001、および aOR
＝0.59、p＜0.001 ）が明らかとなった。 
傷病罹患は、社会経済状況、衛生習慣、船
上生活続行の意向と有意に関連していた（p
＜0.05）。 
船上生活する児童の脛骨および橈骨の超
音波伝導速度の z-score はそれぞれ－0.16
（SD＝0.89）と－0.24（SD＝0.75）で、陸上
に居住する児童（それぞれ 0.30［SD＝0.85］
および－0.04［SD＝0.77］）より低い傾向に
あり（それぞれ p＜0.01 と p＝0.09）、骨の成
長に遅れを認めた。 
脛骨の超音波伝導速度は、父親の疾病予防
技量が高いほど速く、骨特性がより強固であ
ることを示していた(調整済み p＜0.05)。 
 
③不安定居住結核患者 119 名のうち、調査開
始時の医療施設を自己／強制退院となった
患者は 15名であった。自己／強制退院の頻
度は、アルコール問題を有する患者で 56%と、
それ以外の患者と比較し有意に高く（aOR＝
10.1、p＜0.01）、問題飲酒に対する指導や治
療、生活技能向上の必要性が示された。 
外来での継続治療となった患者は 57名お
り、そのうち治療を 2か月以上中断した患者
は 8名であった。治療を中断する割合は、退
院後の住居を簡易宿泊所に設定した患者で
は 55%と、家族宅やアパート等に退院した患
者より有意に高く（aOR＝15.8、p＜0.01）、
居住や生活の安定の確保が不十分であるこ
とと関連があることが示された。 
治療終了前に 18名が死亡した。死亡率は、
受診が遅く、生き倒れで発見された患者、ま
た入院時の喀痰検査で菌数が 3+であった患
者で、それぞれ 58%（aOR＝15.7、p＜0.01）
および 33%（aOR＝9.8、p＜0.01）と、それ以
外の患者と比較し有意に高かった。 
薬剤耐性菌の割合は、治療歴有で、無の患
者と比べ有意に高かった（p＜0.01～0.05）。 
 
(3)総合的な医療供給および社会経済要因に
対する取り組みによる、予防接種率の向上に
関する数値評価モデルを構築した。 
このモデルを用いて、医療供給要因および
社会経済要因の向上による予防接種率増加
への効果を評価した結果、地方部では、医療
供給要因が市中心部と同水準まで向上した
場合の接種率は、現在の 60.7%より、76.2%
に増加し、さらに社会経済要因が市中心部と



同水準となった場合は、81.7%まで増加する
ことが予測された。また、市中心部では、両
要因群が最高の水準となった場合、現在の
84.5%から 95.2%へ増加すると予測された。 
地域の医療供給水準、社会経済要因、環境
諸要因を考慮し、総合的な疾病予防対策の効
果が具体的に算出したことで、保健医療福祉
政策の推進に対して直接的な応用が期待さ
れた。 
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